
和光市成人対象の集団健診業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 事業内容 

（１）委託業務名 

和光市成人対象の集団健診業務 

 

（２）事業の背景・目的 

本事業は、各健（検）診を本人の希望で組み合わせて受診したいという市民ニーズ

に対応するため、健（検）診の予約から結果返却までの一連の手続を円滑に行い市民

の利便性を高めた健（検）診を実施することを目的とします。 

また、国民健康保険制度にて、市は保険者機能を推進し、医療費適正化や保健事業

の充実に係る施策の積極的展開が求められています。和光市国民健康保険ヘルスプラ

ン（和光市国民健康保険事業計画、和光市国民健康保険保健事業実施計画、和光市特

定健診等実施計画）の主旨に基づき、生活習慣病やがん等の早期発見及び早期治療を

図るとともに、健診結果及び必要な生活習慣改善の実践方法等を指導することで、現

在の客観的な身体状況を本人が理解したうえで生活習慣改善に取り組めるよう支援

し、メタボリックシンドロームの予防・改善や健康の保持・増進を図ることを目的と

します。 

本業務は、多様なニーズへの対応、業務遂行力が求められることから、公募型プロ

ポーザル方式により受託候補者を選定します。 

 

（３）業務内容 

和光市成人対象の集団健診業務は、以下のア～エを一括で実施するものとします。 

ア 和光市国民健康保険集団健診（ドック）業務 

イ 和光市集団健診業務 

ウ 上記ア・イに係る特定保健指導業務 

エ 和光市女性特有のがん検診業務 



（４）契約期間 

契約締結日から令和 8年３月３１日を予定 

 

（５）委託料上限額 

１３０，０００，０００円（税込）以内とする 

 

２ 応募資格 

次の（１）～（１５）の全てを満たす事業者でなければ応募できません。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（２）和光市競争入札参加資格を有する事業者であること。 

（３）契約時点で和光市の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成 22 年要綱第１

７号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

（４）法人税、法人市民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等の納付すべき税金を

滞納している者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手続きの申立て、

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に基づく再生手続き開始の申立

て又は、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条に基づく破産手続き開始の申

立てがなされていないこと。 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第１項第２号の規定によるもの）、又は暴力団の構成員、暴力団の構成

員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係している団体ではな

いこと。 

（７）和光市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成２１年要綱第１

４号）別表（別紙１）の規定する者でないこと。 

（８）医療法（昭和２３年法律第２０５号）６４条、６４条の２の規定により営業の許

可を取り消され、当該取り消しの日から起算して２年を経過していない法人でない

こと。 



（９）高齢者の医療の確保に関する法律に基づき実施する特定健康診査及び特定保健指

導、和光市国民健康保険集団健診（ドック）実施要領、健康増進法・がん予防重点

健康教育及びがん検診実施のための指針等に沿って特定健診、特定保健指導及びが

ん検診を実施できること。 

（10）健診業務に関する指導体制、社員の人材育成、安全管理体制、事故発生時の補償

体制、社員が欠けた場合の即時サポート体制が確立されていること。 

（11）社会保険診療支払基金に健診機関としての登録を済ませ、健診機関番号を発行さ

れていること。 

（12）令和元年度以降、区市町村等の巡回健診の年間受診者数が２，０００人以上の健

康診断の実績があること。 

（13）令和元年度以降、特定保健指導の年間実施者数が２００件以上の実績があること。 

（14）事業内容書の内容を熟知し十分に理解したうえで、本公募型プロポーザルに参加

できること。 

（15）実施事業者に選定された場合、市との契約内容について遅延なく確実に遂行でき

ること。 

 

３ 業務委託実施までのスケジュール 

 公募及び選定は、次の日程で行います。 

 

表 1 スケジュール 

内 容 スケジュール 

公募要領の公開 令和６年 11月 1日（金）～ 

質問受付期間 令和６年 11月 1日（金）～11月 14日（木） 

質問回答期間 令和６年 11月 5日（火）～11月 22日（金） 

参加申込受付期間 令和６年 11月 18日（月）～11月 29日（金） 

企画提案書受付期間 令和６年 11月 18日（月）～12月 20日（金） 



第一次選考（書類審査） 令和７年 1月上旬頃 

第二次選考（プレゼンテーション） 令和７年 1月中旬～下旬頃 

受託事業者（予定者）決定 令和７年 1月下旬頃 

委託準備期間（見込み） 令和７年 2月中旬～3月末 

委託契約（見込み） 令和７年 4月 1日（火） 

 

４ 質問の受付【11月 14日（木）〆切】 

本件に係る質問は、下記の方法で受付します。 

ア 質問方法：電子メールのみ（電話、口頭での質問には回答しません） 

イ 電子メールの件名：【法人名】和光市成人対象の集団健診業務質問 

ウ その他：質問内容はメール本文に直接記載することとし、質問項目が複数ある場

合には、質問ごとに番号を付してください。 

 

５ 提出書類 

（１）プロポーザル参加申込【11月 29日（金）〆切】 

ア 提出書類：参加申請書 1 部のほか、表２「プロポーザル参加申請に係る提出書」

イ～カを提出してください。 

イ 提出方法：持参又は郵送（消印有効）とします。郵送の場合は、当方から受領確   

認の連絡をします。連絡が無い場合は申し出てください。 

ウ そ の 他：イ～カは、下表提出書類の順に並べ、インデックスを貼り、A4縦方向

左側に 2穴パンチし、クリップに綴じて提出してください。1部は

原本とし、他は副本可とします。 

 

 

 



表 2 プロポーザル参加申請に係る提出書類 

 提出書類 使用する書式 提出部数 

ア 和光市成人対象の集団健診業務委託公募型プロポー

ザル参加申請書 

様式第 1号 1部 

イ 会社概要書 

※登記簿謄本（提出日３か月以内に発行されたもの）

を添付すること 

様式第 2号 10部 

ウ 国税・地方税の納税証明書 

（直近 2年分のもの） 

様式自由 10部 

エ 業務実施体制調書 様式第 3号 10部 

オ 類似業務実績調書 

※令和元年度から令和５年度までの健診実施人数、特

定保健指導実施数をグラフや表にした資料を添付

すること 

様式第 4号 10部 

カ がん検診事業評価のためのチェックリスト（検診実施

機関用） 

様式第 5号 10部 

 

（２）企画提案書の提出【12月 20日（金）〆切】 

ア 提出書類：表 3「書類審査に係る提出書類」ア～カを提出してください。 

イ 提出方法：持参又は郵送（消印有効）とします。郵送の場合は、当方から受領確認

の連絡をします。連絡が無い場合は申し出てください。 

ウ そ の 他：下表の提出書類の順に並べ、インデックスを貼り、A4縦方向左側に 2穴

パンチし、A4フラットファイルに綴じてください。ファイルの表紙、背

表紙に「和光市成人対象の集団健診業務委託企画提案書」と「法人名」

を表記してください。1部は原本とし、他は副本可とします。 

 



表 3 書類審査に係る提出書類 

 提出書類 使用する書式 提出部数 

ア 企画提案書 

※別紙２「企画提案書作成要領」に則り企画提案書を

作成すること 

様式自由 10部 

イ 業務工程表 様式自由 10部 

ウ 個人情報管理体制確認表 様式第 6号 10部 

エ 参考見積書 様式第 7号 10部 

オ 法人の決算書 

（申請日の属する年度の前 2事業年度分） 

様式自由 10部 

カ 定款 

（最新のもの） 

様式自由 10部 

 

６ 企画提案にあたっての考え方 

別添の「和光市国民健康保険集団健診業務仕様書」、「和光市集団健診業務委託仕様書」

及び「和光市女性特有のがん検診業務委託仕様書」に示すイメージ、参加者規模、スケ

ジュール等を理解したうえでの企画提案を求めます。 

委託にあたっては、次の（１）～（４）を求めます。特に、特定保健指導については、

終了率のみならず次年度の健診結果における階層化の改善に主眼を置いた継続的な成

果を求めます。なお、健診の詳細は、委託契約締結の際に提案内容を踏まえ別途協議を

行い、決定します。 

（１） 業務遂行力 

（２） 集団健診に対する市民のニーズに迅速に応じ市民の満足度の向上を推進する

力 

（３） 異なる集団健診を包括的に安定して業務を提供できる実施体制 



（４） 質と費用対効果のバランスの高さを重視した企画提案 

 

７ 選定方法 

本業務については、市が設置するプロポーザル選定委員会において、以下の審査を経

て選定します。 

（１）第一次審査（書類審査） 

参加資格の確認及び提出された企画提案書に基づく書類審査を実施します。ただし、

参加者が 5社以下の場合には第一次審査を省略し、第二次審査を実施します。 

 

（２）第二次審査（プレゼンテーション） 

第一次審査で提出された企画提案書に基づき、特に重視する点や協調する点等につ

いて、プレゼンテーションを実施し、優先交渉権者 1者を選考します。プレゼンテー

ションへの出席者は 3名以内としてください。第二次審査の詳細は、第一次審査通過

者に対して通知します。 

審査の結果は参加者全員に対して文書にて通知します。また、市ホームページで公

表します。 

 

（３）審査基準 

審査に当たっては企画提案内容、業務遂行力、業務実施体制、見積額等に基づき、

総合的に評価します。 

 

８ 留意事項 

（１）参加申請に係るすべての費用（企画提案書の作成やプレゼンテーションなどに要

する費用）は、参加者の負担とします。 

 

（２）手続において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨とします。 

 



（３）提案の失格 

次の各号いずれかに該当する申込は失格とします。 

ア  談合その他不正行為が行われたと認められるもの。  

イ  資格審査の結果、参加資格がないと認められるもの。  

ウ  虚偽の申請により資格を得た者が提出したもの。  

エ  本実施要領の規定に従っていないもの。  

オ  文字の判読が困難又は文意が不明であるもの。  

カ 民法第９０条（公序秩序）、第９３条（心裡留保）、第９４条（虚偽表示）又は第

９５条（錯誤）に該当する提案を行った場合。 

 

（４）提出された書類等の取扱い 

ア 市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

イ  提出された参加申請に係るすべての書類については返却しません。  

ウ  提案書等の著作権は、受託事業者の予定者が決定するまでの間は応

募者に帰属するものとします。  

エ 市は、提出書類を和光市情報公開条例（平成１２年条例第４８号）による公文書

として取り扱い、同条例による開示請求があった場合は、個人のプライバシーや企

業秘密などの不開示情報に該当する部分を除き、開示するものとします。 

 

（５）「和光市成人対象の集団健診業務」について、当初想定した受診者数に達しない

場合に発生する費用については、市は責任を負いません。 

 

（６）市が認める場合を除き、事業者が参加者から本事業に係る金銭の徴収をすること

はできません。 

 

（７）本事業は、令和 7年度当初予算の成立を前提として実施するものです。そのため、

令和 7年度当初予算が成立しなかった場合には、同プロポーザルに係る費用の負担



を含め市は責任を負いません。 

 

９ 書類提出先・お問い合わせ 

〒３５１－０１０６ 和光市広沢１－５－５１ 

和光市健康部健康支援課健康づくり担当（健康増進センター内） 

電 話 ０４８－４２４－９１２８ 

電子メール d0401@city.wako.lg.jp 

受 付 時 間 平日９：００～１７：００ 



別紙１

和光市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱

平成 ８年要綱第 ７号

改正 平成１８年要綱第２３号

改正 平成２１年要綱第１４号

（趣旨）

第１条 この要綱は、市の契約の適正な履行を確保するため、有資格業者又は有資格業者

の役員等が暴力団関係者であること又は暴力団関係業者を利用していることなどが判明

した場合における入札参加除外等の措置について、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

市の契約 市が一般競争入札又は指名競争入札その他の方法により発注する次の契

約をいう。

ア 建設工事の請負、建設工事に係る設計、調査及び測量の業務の委託、道路、河川、

苑地及び下水道の維持管理業務の委託（以下「建設工事等」という。）

イ 物品の製造の請負、買入れ、修理又は売り払い、印刷の請負並びに電子計算に関

する業務、建築物の管理に関する業務、催物、映画及び広告の企画・作成並びにそ

の他の業務の委託（以下「物品の買入れ等」という。）

有資格業者 和光市の建設工事等及び物品の買入れ等の競争入札に参加する資格を

有する者をいう。

有資格業者の役員等 有資格業者が法人の場合は役員（非常勤役員を含む。）並び

に支配人及び支店又は営業所の代表者、個人の場合は支配人及び支店又は営業所の代

表者をいう。

使用人 有資格業者に雇用される者で前号以外のものをいう。

暴力団 その団体の構成員が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを

助長するおそれがある団体をいう。

暴力団関係者 暴力団の構成員及び暴力団に協力し、又は関与する等これと交わり

を持つ者をいう。

暴力団関係業者 暴力団と関係を有する有資格業者をいう。

（入札参加除外）

第３条 市長は、有資格業者が別表に掲げる措置要件のいずれかに該当すると認めるとき

は、その情状に応じ当該措置要件について同表に定める期間又はその範囲内において、

当該有資格業者を入札から除外するものとする。

２ 市長は、有資格業者のうちの共同企業体及び官公需適格組合の証明を受けた中小企業



別紙１

等協同組合（以下「組合等」という。）を前項の規定により入札から除外するときは、

当該組合等の構成員のうちの有資格業者についても、当該組合等の入札から除外される

期間の範囲内で情状に応じて期間を定め、入札から除外するものとする。

３ 市長は、組合等の構成員のうちの有資格業者を第１項の規定により入札から除外する

ときは、当該組合等についても、当該有資格業者の入札から除外される期間の範囲内で

情状に応じて期間を定め、入札から除外するものとする。

４ 市長は、有資格業者が別表に掲げる措置要件のいずれかに該当すると認められる事案

の発覚後、入札参加除外決定までの間に同表に掲げる措置要件のいずれかに該当する役

員等を変更した場合についても、当該措置要件について同表に定める期間又はその範囲

内で情状に応じて定める期間、当該有資格業者を入札から除外するものとする。

（入札参加除外の特例）

第４条 有資格業者が一つの事案により別表に掲げる措置要件の二以上に該当することと

なった場合における入札参加除外の期間は、当該措置要件ごとに別表に規定する期間の

短期及び長期の最も長いものをもってそれぞれ入札参加除外の期間の短期及び長期とす

る。

２ 有資格業者が過去に別表各号の措置要件に係る入札参加除外を受け、新たに別表各号

の措置要件の一に該当することとなったときの入札参加除外の短期は、当該措置要件に

ついて別表に規定する短期の２倍の期間とする。

３ 和光市の指名停止の期間中又は当該期間の満了後５年を経過するまでの間に、それぞ

れ別表各号の措置要件の一に該当することとなったときの入札参加除外の期間の短期は、

当該措置要件について別表に規定する短期の２倍とする。

４ 市長は、有資格業者について、極めて悪質な事由があるため又は極めて重大な結果を

生じさせたため、別表に規定する期間又は第１項の規定による入札参加除外の期間の長

期を超える入札参加除外の期間を定める必要があるときは、別表又は第１項の規定にか

かわらず、入札参加除外の期間の長期を別表又は第１項に規定する期間の長期の２倍の

期間まで延長することができる。

５ 市長は、入札参加除外の期間中の有資格業者について、情状酌量すべき特別の理由又

は極めて悪質な事由が明らかとなったときは、別表又は前各項に規定する期間の範囲内

で入札参加除外の期間を変更することができる。

６ 市長は、指名停止の期間中の有資格業者が、当該事案について責めを負わないことが

明らかとなったときは、当該有資格業者について入札参加除外を解除するものとする。

（入札参加除外の通知）

第５条 市長は、第３条の規定により入札参加除外の措置を行ったときは、当該有資格

業者に対し、入札参加除外通知書（別記様式）により通知するものとする。ただし、市
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長が通知する必要がないと認める相当の理由があるときは、通知を省略することができ

る

(随意契約からの除外)

第６条 市長は、入札参加除外期間中の有資格業者を随意契約の相手方としてはならない。

（下請負等の禁止）

第７条 市長は、入札参加除外期間中の有資格業者への下請負又は再委託を承認してはな

らない。

（妨害の際の措置）

第８条 市長は、契約の相手方から、当該契約の履行に関し暴力団関係者により妨害を受

けた旨の申し出を受けたときは、警察への被害届の提出を指導するとともに、当該契約

の相手方に対し工程等の調整、履行期間の延長等の必要な措置を講じるものとする。

（関係機関への協力要請）

第９条 市長は、この要綱に基づく措置を実効あるものにするため、関係官公庁及びその

他の機関の積極的な協力を要請するものとする。

（所轄警察署との連携）

第１０条 市長は、所轄警察署との密接な連携のもとに別表の措置要件に該当すると思わ

れる情報提供があったときは、所轄警察署の参加を求め、当該情報の事実確認を行うも

のとする。

（その他）

第１１条 この要綱に定めのない事項については、別に定める。

附 則

この要綱は、決裁の日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１８年１２月２５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２１年７月２４日から施行する。
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別表（第３条、第４条及び第１０条関係）

措 置 要 件 期 間

１ 有資格業者又は有資格業者の役員等が暴力団関係者であ

るとき又は暴力団関係者が有資格業者の経営に事実上参加

しているとき。

当該認定をした日から

１２月を経過し、かつ、

改善されたと認められ

るまで

２ 有資格業者又は有資格業者の役員等が自社、自己若しく

は第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用する

などしているとき

当該認定をした日から

６月以上１２月以内

３ 有資格業者又は有資格業者の役員等が暴力団又は暴力団

関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供するなど積

極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

るとき。

当該認定をした日から

４月以上１２月以内

４ 有資格業者又は有資格業者の役員等が暴力団又は暴力団

関係者と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

当該認定をした日から

２月以上９月以内

５ 有資格業者又は有資格業者の役員等が暴力団関係業者で

あることを知りながら、これを不当に利用するなどしてい

るとき。

当該認定をした日から

２月以上９月以内

６ 有資格業者又は有資格業者の役員等若しくは使用人が業

務に関し、暴行、威圧する言動その他の不当な手段により、

違法な行為を行ったとして暴行等により逮捕され、又は逮

捕を経ないで公訴を提起されたとき。

市内で行われたもの

県内（ を除く。）で行われたもの

県外で行われたもの

逮捕又は公訴を知った

日から

１２月

９月

６月
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別記様式（第５条関係）

文書記号第 号

年 月 日

様

和光市長

指名除外通知書

和光市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づき、下記のとおり指

名を除外することとしたので通知する。

記

１ 指名除外期間 年 月 日から 年 月 日まで

２ 指名除外の理由
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企画提案書作成要領 

 

国保集団健診、和光市集団健診、女性特有のがん検診業務における企画提案として、下記項目に

沿って作成をお願いします。この項目以外に提案事項がある場合は追加で記載してください。様式

は自由です。目次を作成し、和光市成人対象の集団健診業務委託公募型プロポーザル実施要領５

（２）の通りに提出してください。 

 

(1) 待ち時間短縮、利便性向上のための取り組み 

(2) 継続受診の動機付けに向けた取り組み 

(3) 特定保健指導の実施体制、目標到達のための取り組み 

    目標到達のための取り組みにおける目標値は集団健診・国保集団健診の仕様書を確認してく

ださい。 

(4) 結果説明会への出席を促すための取り組み 

(5) 事故やクレームへの対応 

    事例内容、その時の対応、リスク低減策を事例ごとに記載してください。 

(6) 危機管理体制 

    健診当日の検診車不具合が生じた場合、スタッフ（医師、専門職、事務）が体調不良等により

当日従事出来なくなった場合等、健診実施が危機的状況となった場合に健診を確実に実施する

ための対応策、予防策を記載してください。 

(7) 防犯対策 

    健診時における不審者対応や暴力・暴言等を行った方への対応について記載してください。 
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(8) 再委託先の管理体制、方法 

    各再委託先について管理体制やその方法について記載してください。 

(9) 自社内の運用体制  

    組織図、本業務の担当窓口を明示してください 

(10) 健診業務従事者研修計画 

 (11) 創意工夫・自社の強み 

(12) コスト最適化に向けた取り組み 

 


